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第 9 章 

東アジア経済統合と産業立地 

黒岩郁雄1 
 

要約： 
経済統合は、貿易・輸送費用への影響を通じて産業立地と密接に関係している。経済

統合によって貿易・輸送費用は低下し、その結果、一部の産業では生産活動の集積が、

他の産業では分散が発生する。本稿では経済統合の進展によって貿易・輸送費用がどの

ように変化し、それによって産業の「集積」、「分散」、「集積を伴う分散」のメカニズム

がどのように起こるか説明する。さらに、経済統合による生産要素の移動の自由化が産

業立地に及ぼす影響についても考察する。 
 

キーワード： 
産業集積、集積を伴う分散、生産要素の移動 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                                  
1 本論は Nishikimi and Kuroiwa, 2011 を大幅に加筆、修正したものである。 
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1. はじめに 
 

 東アジアの経済統合は、過去 20-30 年間に域内の貿易自由化やインフラ整備が進み、

著しく進捗した。なかでも制度面の統合は、中国、ベトナム、カンボジア、ラオス、ミ

ャンマーなどの後発諸国が 1990 年代以降に経済自由化を進め、WTO、FTA に加盟した

ことによって大きく前進した（2011 年現在、ラオスは WTO 未加盟）。経済統合は、域

内のヒト、モノ、カネの移動を活発化させ、各国の工業化や産業発展に大きな影響を与

えてきた。 
本章では、経済統合が東アジア域内の産業立地に及ぼす影響について、空間経済学の

視点から論じる。近年の東アジアにおける産業発展は産業の「集積」、「分散」のプロセ

スと密接に関係している。産業集積の自己増強的なメカニズムは、産業の競争力を強化

して産業の自律的な発展に結び付く。そのため集積の経済を有効に使うことは、東アジ

ア諸国の産業発展の成否を決める重要なファクターとなるであろう。とりわけ域内先発

国にとって、様々な外部経済性を生み出す産業集積は、企業の生産効率だけでなく技術

革新の生産性を高める中心的な役割を果たす。一方、先発国における産業集積が発達し

飽和すると、低廉な賃金、地代を求めて集積地から離散して行く産業（あるいは生産活

動）もある。低廉な賃金、地代に比較優位をもつ後発国にとって、そのような産業を誘

致して生産ネットワークに参加することは、産業発展の重要な出発点となる。このよう

に、産業の集積、分散のメカニズムは、先発国から後発国へと連なる東アジア域内の産

業発展のダイナミズムと密接にかかわっている。 
一般に経済統合は、貿易・輸送費用への影響を通じて、産業の「集積」、「分散」のプ

ロセスと深くかかわっている。本章では、産業の「集積」、「分散」の他に、「集積を伴

う分散（concentrated dispersion）」という概念を導入しよう。後ほど詳しく述べるように、

経済統合は貿易・輸送費用を低下させるために、輸送面の優位性の重要性は低下し、代

わりに各国のもつ生産面の優位性が重要になる。その結果、一部の産業では生産活動の

集積が、他の産業では分散が発生する。本稿では経済統合の進展によって輸送費がどの

ように変化し、それによって産業の「集積」、「分散」、「集積を伴う分散」のメカニズム

がどのように起こるか説明する。 
 本章の構成は下記のとおりである。第 2 節では「集積を伴う分散」のメカニズムに

ついて説明する。続く第 3 節では、産業集積の 5 つの起源について解説する。第 4 節で

は、経済統合が貿易・輸送費用を低下させることによって、産業立地にどのような影響

を及ぼすのか、東アジアを念頭において説明する。最後に本論の要約を述べる。 
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2. 「集積を伴う分散」のメカニズム 
 

企業の生産活動は、市場アクセスの利便性と並んで、労働力、原材料など生産要素お

よび投入財の調達可能性や調達価格の影響を受ける。そのため、縫製業のような労働集

約型産業は、低廉な労働力に強く引き付けられる。同様に、鉱物資源の精製・精錬を行

う資源集約型産業は、鉱物が採れる地域の近くで操業するのがベストである。このよう

な産業の立地パターンは各地域の比較優位構造を反映したものになり、時間の経過とと

もに生産要素の賦存状況が変化すれば、それに応じて産業立地も変化して行くであろう。 
 一方、集積の経済が働く場合には、産業立地の形状は凹凸の激しいものになるであろ

う。つまり、企業は少数の有望な地域に集中して立地し、他の地域は取り残されて企業

密度は希薄になる。この場合、産業の集積力は強く、（集積によって発生する）賃金、

地代の上昇、都市の混雑、その他外部不経済が生み出す分散力を上回る。そのような集

積の代表例としては、デトロイト、愛知県の自動車クラスター、ニューヨーク、ロンド

ンの金融クラスター、シリコン・バレーの IT クラスターなどが有名である。さらに近

年では、東アジアの新興国において産業クラスターが急速に発展している。たとえば、

タイの（ピックアップトラックに優位性を持つ）自動車クラスター、マレーシアの IT
クラスター、北京―天津の携帯電話クラスター、珠江デルタ、長江デルタの複合産業

（multi-industry）クラスターなどである。 
  東アジアにおける近年の顕著な産業発展は、産業集積と密接に関連している。産業

集積が形成されるメカニズムは複数あるが、どのような産業集積であれ、集積の経済は

企業レベルで発生する規模の経済あるいは隣接する企業間で発生する外部経済性がそ

の源泉になっている。ただし、収穫逓増産業が集積することは、それら産業が分散する

力の影響をまったく受けないということを意味しない。実際には、分散力は常に働き、

集積地と比較して他の地域の賃金、地代が十分に低ければ、一部の生産活動は集積地を

去ってしまう。事実、都市の産業集積が飽和して、集積が近郊地域にスプロールするの

はよく見られる現象である。また、たとえ物理的に離れた地域であっても、優れたロジ

スティクスネットワークによって結ばれていれば、集積が移転してくる可能性がある

（図 1 参照）。 
 

―図 1― 
 

本稿では、そのような産業がスプロールあるいはロジスティックネットワークに沿っ

て移転する現象を「集積を伴う分散（concentrated dispersion）」と呼ぶ。その理由は、図

1 で示したように、分散した生産活動が新たな場所で集積し、賃金、地代が上昇すれば、

再び別の場所に移転するというプロセスが繰り返されるからである。また、その際注意

しなければならないのは、以上のプロセスに後発国が参入して、産業発展を目指すには、
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貿易自由化、インフラ整備などを積極的に推し進めて先発国との間に効率的なロジステ

ィックスネットワークを確立することが不可欠な点である。つまり、経済統合を進めて

（東アジア）域内の貿易・輸送費用を低下させることが必要条件となる。以下では、空

間経済学の理論に基づいて、上記プロセスについて説明しよう。 
 

3. 集積の経済の源泉 
 

集積の経済にはいくつかの源泉があり、異なる集積の起源は異なるタイプの産業集積

をもたらす2。例えば、「自国市場効果（home market effect）」は単一部門の産業集積の

形成を促すのに対して、「ハブ形成効果」は複数部門の産業集積を引き起こす。また「垂

直型産業連関効果」は、フルセット型の産業集積を促すのに対して、「情報のスピルオ

ーバー効果」は知識集約型の産業集積に有効である。しかしながら、どのケースにおい

ても集積の経済は、輸送費用と企業レベルの規模の経済あるいは近接する企業の間で発

生する外部経済性（local externality）の相互作用によって生じる。次節ではこれら集積

の経済の原因について考察する。 
 

3.1 自国市場効果 
 集積力の重要な源泉の一つは、「自国市場効果」である。自国市場効果は、Krugman 
(1980)によって収穫逓増産業の貿易構造の決定要因として紹介され、その後 Fujita (1988), 
Krugman (1991a)等によって空間経済学に取り入れられた。図 2 は、自国市場効果が差別

化された財を生産する収穫逓増産業に現れるプロセスを示している。 
収穫逓増産業に対する需要が拡大すれば、個々の企業の生産が拡大すると同時に（矢

印１）、企業の新規参入が促され、差別化された財の生産が開始される（矢印２）。続い

て企業の生産規模拡大は、規模の経済の働きによって生産性を引き上げ、平均生産費用

を引き下げる（矢印３）。その結果、企業利潤は増加し、財価格は低下する（矢印４）。

さらに増加した利潤はより多くの企業の市場参入を促し、消費者に対してより多くの差

別化された財を供給する（矢印５）。他方差別化された財のバラエティ増加および価格

低下は消費者の実質所得を高め（矢印６）、より多くの消費者を引き付けて、市場をさ

らに拡大させる（矢印７）3。最終的に国内市場の大きな国は、差別化された財のバラ

エティと生産量の両面において国内市場のシェア以上に収穫逓増産業を拡大させて、差

別化された財の純輸出国になる。 
 Baldwin, et al (2003)は図 2 で示した理論モデルを構築し、大国における収穫逓増産業

                                                  
2 集積の経済理論については空間経済学の教科書である Krugman (1991b), Fujita et al. 
(1998), Fujita and Thisse (2002), Baldwin, et al. (2003), Combes et al (2008)等を参照せ

よ。  
3 Dixit and Stiglitz (1977)の定式化では、自国市場効果は均衡価格に影響を与えない。彼

らのモデルでは、市場規模の違いは生産物のバラエティにのみ反映される。 
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がより高い利潤を上げ、不釣り合いなほど大きな資本を世界中から集めることを示した
4。その結果、収穫逓増産業は国内市場の大きな国に集積する傾向がある。 

 

―図.2― 
 

3.2 産業連関効果 
 自国市場効果と類似した循環的な因果関係は、上流部門によって生産された中間財が

輸送費用を伴って下流部門の産業に配送されるような（垂直型）産業連関効果をもった

部門で発生する。最も典型的な事例は自動車産業である。自動車産業は、エンジン、ト

ランスミッション、ボディ、電装品など、重く嵩張る（＝輸送費用の高い）部品を供給

する多様な上流部門の産業と結び付いている。またジャスト・イン・タイム(JIT)で知ら

れる生産方式を実施するためには、上流企業と下流企業の地理的近接性が重要であり、

しばしば企業城下町と形容される産業集積を形成する。 
図 3 は、Krugman and Venables (1995)、 Venables (1996)、Fujita and Hamaguchi (2001)

等によって開発された産業連関効果モデルの基本的なフレームワークを示している。収

穫逓増産業の生産工程は、上流部門(MU)と下流部門(MD)によって構成され、いずれの生

産工程も規模の経済によって特徴づけられる5。ここで下流部門の最終財（例えば自動

車）生産が拡大すると、上流部門の中間財（例えば自動車ボディ）生産を促す（矢印８）。

そしてそれは中間財のバラエティ（より多様な色やデザインの自動車ボディ）を増加さ

せると同時に、規模の経済によって中間財価格を低下させる。一方、中間財における上

述の変化は最終財の生産性を引き上げ（矢印（９）および（９）’）、最終財のバラエテ

ィ増加（より多様な自動車モデル）と価格低下をもたらす（矢印 10）。これらは、最終

財市場の拡大につながり、さらに循環的な因果関係が働く（矢印 11）。 
開発途上国では、しばしば裾野産業の育成が重要な課題となる。そのような国にとっ

て、大きな裾野産業をもつ自動車のような産業は大変魅力的であろう。しかし自国市場

効果と同様に、上述の収穫逓増のメカニズムは、立地上すでに優位にある国の競争力を

一層高め、競合する後発国の産業発展を困難にする側面がある。 
 

―図 3― 
 

                                                  
4 彼らの拡張されたモデルでは、財や資本の移動は自由であるが、労働移動は制約を受ける。

より詳細は Baldwin, et al. (2003)の footloose capital model あるいは constructed capital 
model を参照せよ。 
5 Krugman and Venables (1995), Venables (1996)は、単純化のために、上流部門(MU)と下

流部門(MD)は同一産業によって生産されると仮定している。集積経済の循環的因果関係は

下流部門の産業が収穫一定の場合でも起こる。その場合には、下流部門におけるバラエテ

ィ増加の効果は消えて、価格低下の効果だけが残る（図３）。 
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3.3 特殊な技能労働者のプール 
 生産活動が特殊な技能労働者を必要とするなら、生産者はそのような技能労働者を安

定的に供給できる市場を創設することによって集積の利益を得ることができる。例えば、

IT企業は優れたIT技術者を雇用する必要があるが、個々の企業の労働需要は不安定で過

度に変動する傾向がある。そのため、少数の企業が立地するだけでは、労働者を引き付

けることはできない。しかしながら、特定の地域に十分な数のIT企業が立地して需要を

プールすれば、より安定的な労働需要が得られ6、それによって多くの技能労働者が引

き付けられる。さらに労働供給が安定すれば、今度はより多くの企業が引き付けられる

であろう。その結果、技能労働者の市場と産業集積の間には、図 4 で示されたような循

環的な因果関係が発生する7。 
 高度で専門的な技能を持った人材に対する需要は先進国のみならず、一部の東アジア

諸国でも高まっている。また先進国で少子化による人材不足が進む一方で、開発途上国

における人材の能力は高度化している。そのため、東アジアにおいて高度な人材をめぐ

る産業クラスター間の競争は激しくなり、経済統合によって人材の移動が活発化すれば、

人材のプールを源泉とする産業集積が促進されるであろう。例えば、シンガポールでは 

金融部門における専門人材の集積が有名であるが、バイオ、IT などのハイテク部門に

おいても研究者などの高度人材を世界中からリクルートしようとしている。これまで東

アジア諸国は低賃金を武器に外国企業を誘致することで発展を遂げてきた。しかし一部

の東アジア諸国では新しい時代を迎えようとしている。特に、知識集約型産業を経済発

展の原動力にしようとする（我が国を含む）域内先発国では、海外からの企業誘致と並

んで、高度人材の誘致が重要な政策課題になるであろう。 
 
 
 

―図 4― 
 

3.4 輸送ハブの形成 
 輸送ハブの形成は集積の経済のもう一つの源泉である。輸送ハブは、輸送部門におい

て発生する規模の経済によって形成される。輸送部門における規模の経済は、航空機、

コンテナ船、コンテナトラックなど大規模でハイ・スピードな輸送機関の登場によって

促進された。輸送における規模の経済は、（輸送費用を低下させるために）輸送を集約

                                                  
6このような効果は、「大数の法則」によって説明できる。またそれを集積の経済の一種とみ

なすことができよう。 
7なお、このようなメカニズムが働くためには、労働市場の不確実性の他に、企業の活動に

おいて規模の経済が働く必要がある。もし規模の経済がなければ、企業を分割して様々な

立地点で生産を行うことができるため、集積する必要性が失われるためである（Krugman 
1991b）。 
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して行うインセンティブを高め、幹線ルートとハブ・スポーク構造の輸送網に支えられ

た輸送システムを発展させた。 
 図 5 は輸送ハブ（transport hub）の発展プロセスを示している。最初に 3 つの立地点、

A、B、C がある状況を考えよう。このなかで、B、C には、同数の企業が立地し、パネ

ル(a)で示されるように、A とそれぞれの立地点の間で（経路 A－B、A－C に沿って）同

量の財を輸送している。ここで、偶然何らかの理由により B における企業数が増加した

と仮定しよう。これによって、A－B 間の輸送量が増加して、輸送部門における規模の

経済が働けば、A―B 間の輸送費用は低下する（パネル（ｂ））。また個々の企業の輸送

需要をプールすることによって、A―B 間で定期便の運航が可能になれば、輸送費用を

大幅に引き下げるとともに企業にとっての利便性も高まる。さらに、もし A－B 間の輸

送費用が B－C 間の輸送費用を勘案しても十分なほどに低下すれば、C における輸送業

者は経路 A－C よりも迂回経路 A－B－C を選択するであろう。その結果、経路 A―B
は幹線ルートとなり、以前よりも低廉かつ頻繁な物流が行われるようになる。さらに他

の地域がこの幹線道路を使うようになると、規模の経済が働き、パネル（ｃ）で示され

たようなハブ・スポーク構造の輸送網が出現する。 
 

―図 5― 
 

 東アジアでは国際空港や国際港など輸送ハブとしての地位の争奪戦が激化している。

特に近年では、シンガポール、香港のように、当初から輸送ハブとして発展した国、地

域の他に、各国が大規模なインフラ設備を整備して輸送ハブになることを目指している。

しかしながら輸送部門における規模の経済は、すべての国、地域が輸送ハブになること

を許さない。そのため主要な航路や航空路の誘致をめぐって、深刻な利害対立が生じる

恐れがある。無駄な投資を避けるためには、国家間あるいは地域間の調整メカニズムが

働くことが望ましいが、利害が対立するため容易ではない。 
なおハブ・スポーク構造の輸送ネットワークが成立すると、「ハブ効果」と呼ばれる

輸送費用の優位性のために、多くの企業が引き付けられる。そして、図 6 で示したよう

に、産業集積と輸送網の発達の間には相互補強的なプロセスが生み出される8。ここで

産業発展の視点から注目すべきは、輸送ハブは頻繁で効率的な輸送を必要とする様々な

企業を引き付ける点である。つまり他の集積要因とは異なり、ハブ効果は互いに相互依

存関係のない多様な産業の集積を可能にする。 
 

―図 6－ 
 

                                                  
8 ハブ効果の詳細については、Krugman (1993), Fujita and Mori (1996), Konishi (2002), 
Mori and Nishikimi (2002), Fujita and Mori (1996), and Behrens (2007),を参照せよ。 
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3.5 知識、情報のスピルオーバー 
 一部の産業集積は知識、情報のスピルオーバーによって形成される。言うまでもなく、

技術や市場のトレンドに関する最新の知識、情報は、企業活動において非常に重要な役

割を果たす。ただし、そのような知識、情報は、企業内部に留まることなく、研究者や

ビジネスマンの日常的な交流や情報交換、ライバル企業に対するモニタリングなどを通

じて一つの企業から他企業へとスピルオーバーしていく。そして、これら企業が同一地

域内で操業していたとすれば、それらは容易に起こるであろう。  
このように、情報のスピルオーバーは生産者間の知識、情報の共有を通じて地域レベ

ルで正の外部性を発生させる。技術革新を例に取ると、同一地域内で操業する企業数が

増えると、研究開発に必要な知識、技術のストックが豊富になり、特許技術などR&D
のための固定費用を低下させる。その結果、企業の新規参入を促し、さらにそれが企業

数を増加させる（図７）。またスピルオーバーの地理的範囲は限定されており、地域の

境界線を超えると情報の伝達費用は非連続的に高くなる。情報のスピルオーバーは、ハ

イテクを含む知識集約型産業において重要性が高く、それによって、特定地域における

知識、情報のスピルオーバーと関連産業の集積が累積的に起きる（図 2.7）9。 
 

―図 7－ 
 

 近年、我が国のみならず韓国、台湾、中国など北東アジアを中心に技術革新の重要性

が増している。また東南アジアにおいても、高所得国のシンガポールの他に、中所得国

であるマレーシア、タイにおいても豊富な労働力や資本投入に依存した成長（input 
driven growth）から技術、知識の創造に依存した成長（knowledge driven growth）へと移

行する必要がある。そのため東アジアでは従来、生産効率の改善を目的とする産業クラ

スター（operational clusters）が中心であったが、今後はハイテクなど技術革新を目的と

する産業クラスター（technological clusters）の重要性が高まると予想される。  
 

4. 経済統合の立地への影響 
 

 経済統合は産業立地にどのような影響を与えるのだろうか。それによって産業は集積

するのか、それとも分散するのか。また経済統合は統合される地域内における貿易・輸

送費用の低下や生産要素の移動などを伴う。その結果、産業立地にどのような影響を与

えるのだろうか。本節ではこれらの問いに応える。 

                                                  
9 これらは「マーシャルの外部性」の一部として内生成長モデルに取り入れられてきた。さ

らに近年では、Martin and Ottaviano (1999, 2001), Baldwin, et al. (2001), Fujita and 
Thisse (2002, 2003) 等によって空間経済学に取り入れられている。 
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4.1 貿易・輸送費用の低下 
 国際貿易には様々な費用が科せられる。なかでも輸送費用（金銭および時間費用）、

政策的な障壁（関税および非関税障壁）、国内の流通費用（卸売、小売）、契約の執行費

用、情報費用等が重要である。貿易費用を推計したAnderson and Wincoop (2004)による

と、広義の貿易・輸送費用は（国や製品によって大きく異なるが）、生産費用の平均 170％
にも達する10。経済統合に伴う貿易自由化は、上述したほとんどの費用を引き下げるた

め、産業立地や国際貿易のパターンに大きな影響を与える。 
 このような広義の貿易・輸送費用の低下は、企業が立地選択する際に、輸送面の優位

性に配慮する必要性を低下させるため、生産面の優位性が中心的な立地要因となる。な

お生産面の優位性は、賃金、地代などの低廉な要素価格とともに集積の経済によっても

たらされる11。そのため、経済統合に伴う貿易・輸送費用の低下は、低廉な要素価格に

引き付けられた産業の分散か、あるいは集積の経済による産業集積をもたらすであろう。

なお大きく成長した産業集積は、賃金、地代の上昇によって飽和し、再び分散するため、

最終的に「集積を伴う分散」が起きる（図 8 参照）。 
 

―図 8－ 
 

  Puga (1999)は、農業部門における収穫逓減と国境を越えた労働者の移動制限を仮定

することによって、二つの国の間で「集積を伴う分散」のプロセスがどのように起きる

かを示した。二国間の貿易・輸送費用が非常に高い場合には、生産面の優位性よりも輸

送面の優位性（＝市場へのアクセス）が重要になる。したがって、規模の経済を伴う産

業は、それぞれの国で操業し、現地市場に消費財を供給する（＝「自給自足均衡」）。と

ころが、貿易・輸送費用が低下するにつれて、生産面の優位性が重要性を増し、自国市

場効果などの集積のメリットを活かすために、一つの国のなかで産業集積が起こる（＝

「集積均衡」）。同時に産業集積の拡大は農業生産を縮小させるため、同部門における収

穫逓減のために、賃金は上昇し始める。さらに貿易・輸送費用が十分なレベルにまで下

落すると、（集積が進んだ国とそうでない国との間で）賃金格差は拡大し、企業は賃金

が低い国に引き付けられる。その結果、規模の経済を伴う産業は両国で再び操業するよ

うになる（＝「集積を伴う分散均衡」）。 

                                                  
10 170%の貿易費用の内、21%は輸送費用（9%は時間費用）、44%は国境障壁、55%は小売、

卸売費用である（2.7=1.21*1.44*1.55）。ただし貿易費用の推計は強いデータの制約を受け

る。加えて、貿易費用の推計方法に関しては、確立された方法が存在しない。詳細につい

ては、Anderson and Wincoop (2004), Hummels (1999), Bosker and Garretsen (2007)を参

照せよ。 
11 貿易自由化が産業立地に与える影響についての詳細は、Puga (1999), Ricci (1999), 
Epifani (2001), Forslid and Wooton (2003), Amiti (2005)を参照せよ。 
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 「集積を伴う分散」のメカニズムは、もし生産プロセスを異なる要素集約度の生産工

程に分割できるのであれば、収穫逓増産業におけるフラグメンテーションを引き起こす
12。よく知られているように、製造業、特にエレクトロニクスを中心とする機械産業は

東アジア域内に生産ネットワークを拡大し、各生産工程は要素集約度が最も適合した国

（地域）に立地している。 
 Amiti (2005)は、２生産要素（労働、資本）、２国（自国、外国）モデルを用いながら、

貿易・輸送費用の低下によって、どのように産業連関効果のある産業の立地パターンが

変化するかを示した。与えられたモデルの仮定は、（１）上流および下流産業は規模の

経済を持つ、（２）下流（上流）産業は上流（下流）産業よりも労働（資本）集約的で

ある、（３）自国および外国はそれぞれ労働、資本豊富国、などである。表１は、モデ

ルによって説明された産業の立地パターンを示している。貿易・輸送費用が非常に高い

場合には、両国は中間財（上流産業）および最終財（下流産業）の両方を生産する（ケ

ース１）。貿易・輸送費用が低下するにつれて、相対的に集積力は強まり、上流、下流

の両産業が自国から外国へと移動する。その結果、両産業は外国において集積し、自国

は農業国になる（ケース２）13。しかしながら、交易費用がさらに低下すると、労働集

約的な下流産業は工業化の進んだ外国から労働豊富な自国に移動して、フラグメンテー

ションが起きる。 
 

―表 1― 
 

Amitiの理論モデルは、東アジアの経済発展を象徴する産業であるエレクトロニクス

と自動車において、なぜ異なる産業立地パタ－ンが見られるかを示している。周知の通

り、エレクトロニクス関連の多くの企業は、貿易・輸送費用の低下に伴い積極的にフラ

グメンテーションを進めており、（貿易費用と比較して）賃金格差が十分に大きい場合

には、労働集約的な生産工程を低賃金国へと移転させている（表 1 ケース３に該当）。

一方、自動車産業では、部品の輸送費用が高く、産業集積力が強いために、上流から下

流に至るまでの生産工程を比較的少数の国や地域に集約させる傾向がある（ケース２に

該当）14。その結果、ボックス１で説明したように、両産業のローカルコンテントは正

                                                  
12 多くの場合、フラグメンテーションは収穫一定を仮定した経済モデルによって説明させ

る。例えば、Deardorff (1998), Jones and Kierzkowski (2001), Arndt (2004), Haddad 
(2007)を参照せよ。 
13 条件が満たされれば、上流、下流産業ともに自国に集積するケースもある（Amiti 2005）。 
14 多くの東アジア諸国は 1950 年代から 1980 年代前半にかけて、輸入代替政策を採用した。

そのため、貿易・輸送費用は禁止的に高くなり、多国籍企業が現地市場を獲得するにはホ

スト国に直接投資する以外の選択肢はなかった。これは表 1 ケース１に該当する（ただし

裾野産業は脆弱であったため、大量の中間財を輸入する必要があった）。自動車産業では、

経済統合によって交易費用が低下して、ケース２に移行したと考えられる。 
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反対のトレンドを示している15。 
 

―Box1― 
―Box2― 

 

4.2 生産要素の移動の活発化 
経済統合のもう一つの柱は、資本、労働力など生産要素の自由な移動である。図 8 で

示されたように、資本移動の自由化は、国境を越えて企業が自由に移動するのを助ける。

またそれによって企業は、目的に応じて、（国内市場が大きく裾野産業が整った）産業

集積の進んだ国と（要素価格の低い）低賃金国のどちらにも引き付けられる。そのため、

資本移動の障壁の撤廃は、統合が進んだ国々における産業活動の集積あるいは分散のど

ちらかを促すことになろう。 
労働力の場合には、企業と異なり、低賃金国に引きつけられる労働者はいないため、

国際的な労働移動の自由化は、労働者の高賃金国への移動を促すのみである。通常、賃

金水準が高いのは、天然資源に恵まれた一部の地域を除けば、産業集積の進んだ地域で

ある。そのため、労働移動の自由は分散よりも集積を促す16。 
国際的な労働移動は、2 つの効果を通じて産業集積を推し進める。まず第一に労働者

は彼らの所得の大きな割合を職場の近くで支出するため、労働移動はそれを受け入れる

国の国内市場を拡大させる効果がある。これは自国市場効果を通じて産業集積をさらに

推し進める。一方、資本移動では、所得や支出の国際的な移転は起きない。なぜなら、

多くの資本所得はホスト国ではなく投資国で支出されるためである。労働移動の第二の

影響は、産業集積地に対する労働力の弾力的な供給である。これによって労働力不足や

賃金高騰によって発生する産業集積の飽和が避けられ、集積した産業が再び分散するの

を妨げる（あるいはその時期を延期することができる）。その結果、国際的な労働移動

が可能となれば、産業集積はさらに拡大し続けることができよう（図 8 参照）。 
東アジアでは、1990 年代以降のグローバル化の進展に伴い、国際的な資本移動の自

                                                  
15 Head and Mayer (2004)は Puga (1999)の経済モデルをベースにパラメーターの推計を

行い、各産業がどの均衡にあるのか分析した。その結果、自動車産業は集積均衡、（コンピ

ュータを除いた）電気・電子産業は自給自足均衡にあることが明らかになった。しかしな

がら、東アジアではエレクトロニクス産業は積極的にフラグメンテーションを進めており、

集積を伴う分散均衡にあると考える方が妥当である。 
16 そのため労働移動の自由化は、すでに集積している地域の集積力を高めて、「核―周辺

（core-periphery）構造」を持続させ、地域間格差をさらに拡大させる恐れがある。Baldwin 
and Wyplosz (2009）は、経済統合の結果、ヨーロッパでは国家間の所得格差は縮小したが、

国内の地域間格差は拡大したと述べている。その理由として、国内では労働移動が活発で

あったため、「核―周辺構造」が強まった。他方、国境を超える労働移動は自由化されたが、

実際には EU 域内の労働移動はあまり活発ではなく集積力は弱められた。そのような状況

において、各国は比較優位のある産業に特化したため、国間の格差は低下したのである。 
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由化が押し進められてきた一方で、国際的な労働移動、特に未熟練労働力の移動は制限

されたままである。これに加えて、世界中から大量の資本が流入し、低賃金を求めて生

産活動が域内に分散した。その結果、「集積」よりもむしろ「分散」（あるいは「集積を

伴う分散」）が進展したものと考えられる17。 
 

まとめ 
 

 東アジアにおける近年の顕著な産業発展は、産業集積と密接に関連している。産業集

積が形成されるメカニズムは複数あるが、どのような産業集積であれ、集積の経済の原

因は、企業レベルで発生する規模の経済あるいは隣接する企業間で発生する外部経済性

にある。ただし、集積の経済に対して分散力は常に働き、集積地と比較して、代替地（＝

低開発地域あるいは低開発国）の賃金、地代が十分に低ければ、一部の産業は集積地を

去ってしまう。 
産業の集積と分散は、貿易・輸送費用の変化と密接な関係がある。東アジアの歴史を

振り返ると、経済自由化以前は、各国の国内市場は高関税で守られ貿易・輸送費用は高

かった。そのため多国籍企業は市場に参入するために現地に工場を建設した。これは、

企業にとって国際競争から遮断された市場を獲得することができるため合理的な選択

であった（「分散均衡」）。しかし経済統合が進むにつれて、貿易費用は低下して、域内

諸国へ輸出することが可能になった。その結果、集積の経済の重要性は高まり、一部の

産業（自動車、一部の家電製品等）では域内における生産活動の集約化が進められよう

としている（「集積均衡」）。 
 その一方で東アジアでは、経済統合に伴い産業の分散化が進んでいる。最も代表的な

のは、アパレル産業やエレクトロニクスを中心とする機械産業である。これら産業では、

上記産業と異なり、貿易・輸送費用の低下（同時に、国境を越えた資本移動の自由化）

が産業の集積ではなく分散を導いた。つまり、集積地における賃金、地代の上昇によっ

て飽和した産業は、労働が豊富で集積地と良好なロジスティックネットワークによって

結ばれた国（地域）に労働集約的な生産活動を分散させて行ったのである（「集積を伴

う分散」均衡）。 
資本移動とは異なり、労働移動は産業集積を助長し、生産活動が分散するのを妨げる。

                                                  
17 ここで挙げた事例の一つとして、ラオスを見てみよう。近年、タイにおける急速な経済

発展の結果、（日系企業を含む）タイに立地する企業は安い労働力を求めて、ラオスに生産

工程を移転する現象が見られる（Suzuki 2009）。この状況において、仮にタイーラオス間

の労働移動が完全に自由化されたらどうなるであろうか。恐らく、ラオスからバンコク周

辺に大量の未熟練労働力が流れ込み、その結果、バンコクの労働力不足と賃金上昇は抑え

られるであろう。そしてバンコクの産業集積はさらに進むが、他方で企業はラオスに投資

する必要はなくなり、ラオスの工業化は遅れる。興味深いことに、東アジアにおいてフラ

グメンテーションが進んだのは、国境を超える未熟練労働力の移動が制限されたことと関

係がありそうである。 
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東アジアでは、資本移動の自由化が進められる一方で、国際的な労働移動（特に未熟練

労働者の移動）は制限されてきた。そのため、（効率的なロジスティクス・ネットワー

クによって結び付けられる場合）一部の生産活動は国境を越えて分散する傾向にある。

この意味で、東アジアにおける経済統合は、産業発展の恩恵を広く域内諸国に浸透させ

る上で重要な役割を担ってきたと言えよう。 
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図１ 分散、集積、集積を伴う分散 
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 集積力    企業レベルの規模の経済、外部経済性（スピルオーバー他）  
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出所：Nishikimi and Kuroiwa (2011) 
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図２ 自国市場効果 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

出所：Nishikimi and Kuroiwa (2011) 
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脚注：点線で示された矢印は、Dixit and Stiglitz (1977)の枠組みでは機能しない。同モデ

ルでは、生産性の向上はすべて生産される財のバラエティ増加によって吸収される。 
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図３ 垂直型産業連関効果 
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脚注：点線で示された矢印は、Dixit and Stiglitz (1977)の枠組みでは機能しない。同モデ

ルでは、生産性の向上はすべて生産される財のバラエティ増加によって吸収される。 
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図 4  特殊な技能労働者のプール（IT 技術者の例） 
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図 5 輸送ハブの形成 
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図６  ハブの形成 

企業数

輸送需要
輸送部門の

利益／便益

輸送費用  
輸送リンク  
輸送頻度  

（輸送部門における規模の経済） 

 
出所：Nishikimi and Kuroiwa (2011) 
 
 
 
 

図７ 知識、技術のスピルオーバー 
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図８ 経済統合と産業立地 
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表 1 輸送費用と立地パターン 

 

輸送費用 
自国 

(労働豊富国) 
外国 

(資本豊富国) 

 

(1) 高 
 

MU 

MD 

A 

MU 

MD 

A 

 

(2) 中 
 

 

A 
MU 

MD 

(A) 

 

(3) 低 
 

 

MD 

A 

MU 

 

(A) 

出所： Nishikimi and Kuroiwa (2011) 
脚注：仮定により、製造業部門 MUおよび MD は収穫逓増、農業部門 A は収穫一定の生

産技術をもつ。また上流部門 MU は資本集約的、下流部門 MD は労働集約的である。 
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Box １ 自動車とエレクトロニクス産業のローカルコンテント 
ローカルコンテントは、国内投入財（原料、部品等）と付加価値（賃金、利潤等）の投

入比率を表している。ローカルコンテントは国内資源に対する依存度を表し、一方輸入

コンテント（輸入投入財の比率）は海外資源に対する依存度を示している。そこで、ア

ジア国際産業連関表を用いて、東アジア8カ国（中国、韓国、台湾、シンガポール、マ

レーシア、タイ、インドネシア、フィリピン）における27産業のローカルコンテントの

変化を計算した結果、以下のことが明らかになった。 
 

（１）1990-2000年の間に多くの産業（22産業）においてローカルコンテントは低下し、

輸入投入財に対する依存度が増加した。この現象は、東アジア域内における工程間分業

および中間財貿易の拡大と整合的である 
 

（２）自動車産業のローカルコンテントは相対的に高い（1990年における8カ国の平均

ローカルコンテントは71.1%）。さらに、1990-2000年の期間において、自動車産業のロ

ーカルコンテントは全産業のなかで最も大きく増大した（＋3.9%）。他方で、同期間中、

自動車部品の大きな供給者である日本からの輸入コンテントは減少した。そのため、日

本からの輸入コンテントの大幅な減少にも関わらず、減少分の多くはローカルコンテン

トの増大によって吸収され、東アジア域内の自動車の生産ネットワークは（ASEAN域

内を除けば）大きく拡大しなかった。自動車産業がローカルコンテントを増大させた理

由は、高い輸送費用、ジャスト・イン・タイム・デリバリー、ホスト国のローカルコン

テント規制などである。 
 

（３）エレクトロニクス産業のローカルコンテントは、自動車産業よりも低い（1990
年の平均ローカルコンテントは60.3%）。さらに、1990-2000年の期間において、エレク

トロニクス産業の平均ローカルコンテントは全産業のなかで最も大きく減少し

（-5.6%）、他方で東アジア諸国からの輸入コンテントは増加した。その結果、東アジア

域内におけるエレクトロニクス産業の生産ネットワークは急速に拡大した。エレクトロ

ニクス産業の輸入コンテントが増加した理由は、低い輸送費用、航空貨物輸送およびサ

プライ・チェーン・マネージメントの効率性の向上、輸出加工区を設置するなど輸出志

向型の工業化政策である。 
 

上記のように、自動車産業のローカルコントは高く、期間中に増加した。他方エレクト

ロニクス産業のローカルコンテントは低く、減少した。これら産業のローカルコンテン

トの変化は、産業集積とフラグメンテーションに関するAmitiの分析と整合的である（表

1ケース２および３に対応する）。 

 

25 
 



26 
 

Box 2 フラグメンテーションの決定要因 

Lall, et at. (2004)によると、フラグメンテーションの度合いは、産業によって異なり、下

記の四つの要因によって決定される。 
１．技術的分割可能性：自動車やエレクトロニクスなどの産業は、それぞれ規模、技能、

技術的ニーズなどが異なる生産工程によって構成されており、それらの工程を物理的に

分離して、異なる立地点（同時に異なる事業者の下）で生産することが可能である。反

対に、化学などの産業は、連続的な生産工程で構成されており、分離するのは困難であ

る。 
２．要素賦存比率の相違：生産工程の中に労働集約的な工程が含まれており、そのよう

な工程を低所得国（地域）に移動することによって生産コストが大きく低下する場合に

は、フラグメンテーションが起こる。ただし、生産コストは追加的に発生する輸送費用

や調整費用を支払ってもあり余るほどに低下しなければならない。 
３．技術的な複雑さ：設計や製品開発は、高い技能や能力を要求されるためたとえ労働

集約的な工程であっても低所得国に移転することはできない。移転できるのは、単純で

安定的な生産工程のみである。 
４．製品の価値と重量の比率：フラグメンテーションの可能性は、製品の価値と重量の

比率に依存している。例えば、ハード・ディスク・ドライブのように軽量で付加価値の

高い製品は、国（地域）間の賃金、地代の格差が十分大きければ、長距離を移動しても

フラグメンテーションの利益を得ることができる。他方で、重くて付加価値の低い製品

は、輸送費用が高くなるため、近隣の地域内で生産が行われるようになる。 
 

 上記の要因を考慮して、Lall, et at. (2004)は下記のように結論した。（１）ハイテク産

業では、エレクトロニクスにおいてフラグメンテーションが多く見られる。（２）中テ

ク産業では、自動車においてフラグメンテーションが活発である。ただし製品の輸送コ

ストが高く、高い基礎的工業能力を要求されるために、自動車産業のフラグメンテーシ

ョンは少数の（比較的工業化が進んだ）近隣の国や地域に拡大するのみである、（３）

ローテク産業では、衣料、靴、スポーツ製品、おもちゃなどにおいてフラグメンテーシ

ョンが盛んである。 

 


